








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（Warum ist die Hauptversammlung einer Aktiengesellschaft erforderlich ?）』が登場した。
　「かつてわが国の代表的体系書であった鈴木竹雄と竹内昭夫の著書において，（略）株主総
会とは，「企業の所有者である株主からなる機関」であって，「株主の総意によって会社の意思
を決定する必要的機関」である。そして，株主の「所有者」性とは，個人企業における企業所
有者の地位を株式会社における株主の地位に転位したもの」という説明があったが，著者は，「第
一に，共同企業たる株式会社の議論を，個人企業の議論の延長線上で扱うことができるのか。
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第二に，株主は，なぜ個人企業所有者と同様の意味で所有者といえるのか。そして，第三に，
かりに株主の「所有者」性を前提とするにしても，なぜ株主の「所有者」性から企業経営への
参与権が導かれるのか。」と問う。検討を重ね，解答を見出したのがこの著作である。結論は，
「つまり、株主総会というのは─組織体としての総会であれ，会議体としてのそれであれ─あっ
てもなくてもよいものなのである。」であった。議論は地理的・時代的背景に色濃く拘束され
相対的でしかなく，また，所有や契約という概念も相対的である，というのである38）。
　そして，そこにはさらに，「わが国において株式会社および株主総会をめぐる制度や理論を
論ずるにあたっても，今日，前提とされている所有の契機はあくまでも相対的なものでしかな
い，ということを認識する必要がある。つまり，「株主が所有者である」から何らかの結論が
導かれるのではなくて，まず「なぜ株主を所有者として観念する必要があるのか」が論じられ
ねばならない，ということである。それは純粋に抽象的に論じられる類のものではなく，その
時その時の経済状況，そして企業の置かれた状況等に依存するものである。現在は，機能的な
所有の論理によって株式会社制度が構築され，これを前提に組織体としての株主総会は理論的
な基礎を獲得しているようだが，これとて「一九九〇年代」に「深刻な経済的危機を迎えたわ
が国」において，所有の有するインセンティヴ効果を利用する必要があったからにすぎない。
以上のような前提が消え去れば，本当に機能的な所有の論理で株式会社制度が構築されるべき
なのか否か，また問い直されなければならないはずである。」39）と記されている。
　そうであるならば，コーポレート・ガバナンスもまた，相対的なもののはずなのである。
 （2012年12月４日受理）
38）松井秀征（2010）『株主総会制度の基礎理論：なぜ株主総会は必要なのか』有斐閣，406-408頁。
39）松井秀征（2010）同上書，407-408頁。
